
(単位：千円)

補正額

503,874

事業費補正額 423,511

人件費補正額 80,363

628

人件費補正額 628

1,642

人件費補正額 1,642

　上水道事業会計 1,260

事業費補正額 291

人件費補正額 969

　公共下水道事業会計 804

人件費補正額 804

　介護保険特別会計

 一般会計分 ＋77,289、繰出金 ＋3,074

　国民健康保険特別会計

令和５年度12月補正予算（追加）の概要（人件費を含む補正予算総額説明資料）

会　計　区　分 説　　　　　　　　　　明

　一般会計  人件費補正を含む繰越金充当額 ＋105,812
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一般会計（歳出）

総務費 消耗品費 （21→66） 国費

協働推進費 印刷製本費

郵送料

ふれ愛ﾀｸｼｰ負担金 （9,913→16,633）

補正前 千円 補正後 千円

民生費 会計年度任用職員報酬 国費

社会福祉総務費 時間外勤務手当

消耗品費

郵送料

電話料等

振替手数料

確認書封入封緘等業務委託料

電力・ｶﾞｽ・食料品等価格高騰重点支援追加給付金給付業務人材派遣委託料

情報機器等賃借料

電力・ｶﾞｽ・食料品等価格高騰重点支援追加給付金

補正前 千円 補正後 千円

保育園費 認定こども園等給食費支援事業費補助金 （3,183→8,487） 県費

補正前 千円 補正後 千円

2/3

301,000

5,304

3,416

200

752

　物価高騰等による家計への負担増を踏まえ、令和５年12月１日時点で、住民税が非課税であ
る世帯等に対して給付金を追加で給付するため、必要な経費を計上するもの。

（電力・ｶﾞｽ・食料
品等価格高騰重点支
援追加給付金給付事
業）

5,304

763,818 769,122

　物価高騰の影響などにより、私立の認定こども園等の給食においても食材価格が高騰してい
るため、保護者の負担を増やすことなく、これまでどおりの栄養ﾊﾞﾗﾝｽを維持した給食を園児
に提供するにあたり、補助金を増額するもの。

1,386

209

306,195

0 306,195

1,088

478

750

令 和 ５ 年 度  12 月 補 正 予 算（ 追 加 ）の 概 要（事業費補正分Ｐ2～６）

科目 補助率特定財源補正額

（ふれ愛ﾀｸｼｰ事業)

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

（認定こども園施設
型給付等事業）

200

45

99

198

6,720

306,195

7,062 7,062

（重点支援臨
時交付金）

　物価高騰の影響を受けた高齢者等を支援する生活支援として、ふれ愛ﾀｸｼｰﾁｹｯﾄを配付するた
め、ﾀｸｼｰﾁｹｯﾄの配付に必要な消耗品費及び負担金を増額するとともに、印刷製本費及び郵送料
を計上するもの。

16,9969,934

（重点支援臨
時交付金）

132
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一般会計（歳出）

科目 補助率特定財源補正額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

衛生費 診療業務委託料 （16,003→17,337） 諸収入

補正前 千円 補正後 千円

上水道費 上水道事業会計繰出金 国費

補正前 千円 補正後 千円

商工費 ｷｬｯｼｭﾚｽ決済ﾎﾟｲﾝﾄ還元事業委託料 国費

商工振興費

補正前 千円 補正後 千円

教育費 郵送料 5 国費

教育振興費 学校給食費負担金 （25,380→55,838）

補正前 千円 補正後 千円

16,587 17,921

26,361

30,458

（小学校教育振興
費）

30,463

2,150

（重点支援臨
時交付金）

30,463

　市内店舗における消費喚起と、物価高騰の影響を受けた市民の経済的支援を行うため、対象
店舗でｷｬｯｼｭﾚｽ決済を利用した場合に、ﾎﾟｲﾝﾄを還元するための委託料を計上するもの。

0 30,000

（重点支援臨
時交付金）

77,908

79,024 109,487

　物価高騰の影響を受けた市民及び事業者の経済的支援として、水道料金（基本料金）の免除
等を行うため、上水道事業会計への繰出金を増額するもの。

51,547

休日急病診療所運営
費

（事務管理費）

1,334

1,334 　ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞの流行等により受診者が増加していることから、看護師を２人体制から３人体制に
増員するとともに、医薬材料費が当初見込みより増加し、今後の不足が見込まれるため、委託
料を増額するもの。

（上水道事業会計繰
出金）

26,361 26,361

（重点支援臨
時交付金）

30,000

30,000

（ｷｬｯｼｭﾚｽ決済ﾎﾟｲﾝﾄ
還元事業)

5,623

　物価高騰の影響を受けた児童の保護者の負担を軽減するため、岩倉市立小学校に在籍する児
童の保護者に対して学校給食費（令和６年１月から３月まで）を無償化するとともに、学校給
食を喫食していない児童の保護者や、県立特別支援学校及び私立学校など岩倉市立以外の小学
校に在籍する児童の保護者で、市内に在住する者に対して、助成金を支給するため郵送料を計
上するとともに、負担金を増額するもの。
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一般会計（歳出）

科目 補助率特定財源補正額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

教育振興費 郵送料 国費

学校給食費負担金 （13,320→30,101）

補正前 千円 補正後 千円

※補助率は、補助対象基準額に対する補助の割合を示す。

398,062

40,718 57,510

16,792

423,511補　正　額　計

（重点支援臨
時交付金）

（中学校教育振興
費）

16,792 16,781

11

　物価高騰の影響を受けた生徒の保護者の負担を軽減するため、岩倉市立中学校に在籍する生
徒の保護者に対して学校給食費（令和６年１月から３月まで）を無償化するとともに、学校給
食を喫食していない生徒の保護者や、県立特別支援学校及び私立学校など岩倉市立以外の中学
校に在籍する生徒の保護者で、市内に在住する者に対して、助成金を支給するため郵送料を計
上するとともに、負担金を増額するもの。
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一般会計（歳入）

国庫支出金 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

総務費国庫補助金 補正前 千円 補正後 千円

県支出金 保育所等給食費軽減対策支援金

民生費補助金 補正前 千円 補正後 千円

繰越金 前年度繰越金

繰越金 補正前 千円 補正後 千円

諸収入 休日急病診療所診療業務収入

診療所事業収入 補正前 千円 補正後 千円

第２表  繰越明許費

5,623
5,112 10,735

5,623

310,518 313,934

25,449
496,096

25,449

（単位：千円）

款 項 　事　　業　　名 金　額

６商工費 １商工費  ｷｬｯｼｭﾚｽ決済ﾎﾟｲﾝﾄ還元事業 30,000

３民生費

389,023
296,222

3,416

389,023

685,245

3,416

１社会福祉費
 電力・ｶﾞｽ・食料品等価格高騰重点支援追加給付金給付
事業

30,462

（単位：千円）

科目 補正額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

521,545

補　正　額　計 423,511
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上水道事業会計

第３条予算（収益的支出）

水道事業費用 備消品費 （520→574）

営業費用 委託料 （60,389→60,626）

総係費

補正前 千円 補正後 千円

第３条予算（収益的収入）

水道事業収益 水道料金

営業収益

給水収益

補正前 千円 補正後 千円

営業外収益 他会計補助金

他会計補助金

補正前 千円 補正後 千円

54 他会計補助金

291 237 291

26,361

26,361

　物価高騰の影響を受けた市民及び事業者の経済的支援を行うため、水道料金（基本料金）の免除等に対する補填分
を一般会計から受け入れるもの。

51,547

584,793

（単位：千円）

科目 補正額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明 特定財源 補助率

558,723

　水道料金（基本料金）の免除を周知するにあたり、案内文書を配布するための備消品費及び
委託料を増額するもの。

76,917 77,208

補　正　額　計 291 291

77,908

補　正　額　計 291

（単位：千円）

科目 補正額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

△26,070

△ 26,070

　物価高騰の影響を受けた市民及び事業者の経済的支援を行うため、水道料金（基本料金）を免除するもの。
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